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ビジネス環境ランキング インドが大幅改善
世界銀行の協力のもと、環境改善に取り組む

 世界銀行の『2019年版ビジネス環境ランキング』でニュージーランドが昨年同様１位となった。
 インドが昨年から23位順位を上げ、大躍進。モディ政権が発足した2014年からは65位の大幅改善。
 インド政府は、世界銀行の協力を得ながらビジネス環境ランキングの向上に取り組んでいる。

（審査確認番号 2018-TＢ337）

世界銀行が10月31日に、世界各国のビジネスのしやすさを順位付けした『2019年版ビジネス環境ラ
ンキング※』を発表しました（図表1）。ランキングは世界190カ国・地域を対象に、起業のしやすさ
などビジネス環境がどれだけ整っているかをまとめたもので、『新規参入』や『資金調達』などの10
の指標で総合評価され、毎年発表されています。
1位は前年に引き続きニュージーランドとなりました。『起業のしやすさ』、『資金調達』、『不動
産登録』の３項目でトップとなりました。日本は39位となり、昨年より順位を５位落としました（図
表1）。他国と比較した手続きの煩雑さなどから、『起業のしやすさ』が93位にとどまったほか、税
制や資金調達面で低評価となりました。安倍政権は、このビジネス環境ランキングで2020年までに先
進国3位以内に入ることを目標に掲げているものの、今回の結果からみて、達成はより厳しくなってき
たと言えそうです。
今回、前年から大幅に順位を上げたインドに注目が集まっています。インドは190カ国・地域中、77
位にランクインし、前年から23位順位を上げました。また、モディ政権が発足した2014年（142位
（2015年版））からは65位の大幅改善であり（図表2）、世界銀行は「経済改革により大幅な改善が
見られた上位10カ国」にインドをあげています。ビジネス環境の改善を背景に、近年、海外からイン
ドへの直接投資は増加傾向にあります（図表3）。インド政府はインド商工省産業政策促進局（ＤＩＰ
Ｐ）を事務局とし、世界銀行の協力を得ながらビジネス環境ランキングの向上に取り組んでおり、今
後の政策とその効果が注目されそうです。

図表1：前年に引き続きニュージーランドが首位
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図表2：モディ政権発足時から65位順位が改善

出所）図表1、2は世界銀行、図表3はインド商工省のデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

※「新規参入」「建設許可の取りやすさ」「電力供給」「不動産登録」「資金調達」「投資家保護」「税金の支払い」「海外貿易事情」「契
約履行」「破綻処理」の10の項目を分析し、毎年ランキングを発表。

順位 国・地域 前年順位

1 ニュージーランド 1

2 シンガポール 2

3 デンマーク 3

4 香港 5

5 韓国 4

6 ジョージア 9

7 ノルウェー 8

8 米国 6

9 英国 7

10 マケドニア 11

39 日本 34

※2019年版ビジネス環境ランキング

図表3：インドへの直接投資額は増加している
※ビジネス環境ランキング2015年版～2019年版のインドの順位推移
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【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではあり
ません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。

• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するも
のではありません。

• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。

• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
ンであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しており
ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではな
いので、表示することができません。
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